
官⺠連携事例紹介
全国初の官×⺠連携モデル ONE・AQITA

⽇⽔コンは、⼈⼝減少下で地域社会が抱えるインフラ問題に対応すべく、新たな官×⺠連携モデル事業に着⼿しま
した。その⼀環として、秋⽥県内全域の⽣活排⽔処理事業を⽀える新会社、株式会社ONE・AQITA（以下「ONE・
AQITA」という。）の設⽴に株主として参画しました。本事業を⽇⽔コンのリーディングプロジェクトとして同様
の課題を抱える全国⾃治体へ発信していきます︕

ONE・AQITAの設⽴経緯

ONE・AQITAのミッション

検討・協議（合意形成）
秋⽥県・市町村協働政策会議
秋⽥県⽣活排⽔処理事業連絡協議会

2023年
3⽉24⽇ 連携協約締結式（ 県＋25市町村 ）
9⽉11⽇ 選定委員会による⺠間パートナー事業者の決定

10⽉下旬 株主間協定締結（ 県＋25市町村＋⺠間パートナー事業者）
11⽉ 2⽇ 株主間協定の締結に係る記者会⾒
11⽉20⽇ 設⽴
12⽉ 1⽇ オフィス開所 職員配置（常勤職員4名）

2024年
1⽉ 1⽇ 職員増強（常勤職員 7名 ＝ 官3＋⺠3＋事務採⽤1）
4⽉ 1⽇ 本格運⽤（常勤職員13名 ＝ 官6＋⺠4＋事務採⽤3 ）

図1 官⺠出資会社の運営スキーム

秋⽥県の⽣活排⽔処理事業に関する課題
「 ヒ ト 」 ︓
「 モ ノ 」 ︓
「 カ ネ 」 ︓

⾃治体職員の確保の限界とアウトソーシングの危機
⽼朽化管路の集中期の到来
維持管理時代における経営⾒通しが不透明

全国初︕
官×⺠連携モデル

設⽴の決定

基本理念（新しいスタイルの担い⼿）の実効性を確保するための5つのミッション
（１）付加価値のある⾼質なサービスの提供

通常の委託業務を超えた付加価値の⾼い業務成果を提供します。

（２）災害や社会情勢変化に強い⽔インフラの構築
地域情勢の変化や、頻発化・激甚化する⾃然災害を踏まえ、地域に適合する新たな発想の⽔インフラ構築を積
極的に提案していきます。

（３）県内⾃治体の広域情報プラットフォームの構築
各⾃治体の公表データ等を⼀元管理し、経営分析等の「⾒える化」を図り、事業に関する今後の課題を共有し、
対策等の助⾔等を⾏います。

（４）市町村が⾝近に感じる会社としての体制整備
「職場の同僚」感覚で、気軽に相談できる窓⼝の整備に加え、各⾃治体の課題抽出と解決の⽅向性を積極的に
提案します。
業務スキルアップ、⽔インフラの将来を⾒据えた研修会等を積極的に開催します。

（５）NEXT STAGEを⾒据えた分析と展開
「秋⽥県版ウォーターPPP」や「地域インフラ群再⽣戦略マネジメント」の思想を尊重しながら、地元企業と

当社が共に発展しながら地域のインフラを⽀える体制を検討し、国や⾃治体に対し積極的な提案を⾏います。
図2 新スタイルの担い⼿



ONE・AQITAの業務領域について
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貢献領域
⽣活排⽔処理事業（下⽔道・集落排⽔・浄化槽及び汚泥処理等）の運営や住⺠サービスに必要なタスクは、「従来の⾃治体領域」と「地元企

業領域」で構成されています。ONE・AQITAでは、「従来の⾃治体領域」から政策判断等の公権⼒領域（いわゆるコア業務）を除いた、計画策
定⽀援や事業運営⽀援等、⾃治体業務の⼟台となる業務領域（いわゆる準コア業務）を主に実施し、地域住⺠の安全・安⼼な暮らしの確保に貢
献します。

「官と⺠の融合技術」により、以下の業務に取り組みます。
● 計画策定⽀援

・投資資産及び財源資産に基づく経営戦略
・施設の点検及び改築・修繕のマネジメント計画等
・公共事業体の中期ビジョン
・アセットマネジメント、使⽤料⾦の改定検討
・災害リスクに関するマネジメント計画等要望に応じた

対応（内⽔浸⽔想定や⾬⽔管理総合計画、BCP）

● 事業運営⽀援
⼯事や設計業務等についての発注者⽀援
・⼯事の積算、⼯事監督
・委託業務の履⾏監視・モニタリング等
・台帳管理、調書作成補助等

● 技術継承⽀援
技術者の技術⼒向上に向けた⽀援
・専⾨的知⾒からの助⾔
・技術相談
・職員研修の実施

図3 業務領域

ONE・AQITAの社名の由来とロゴマークについて
「AQITA」は秋⽥（AKITA）とラテン語の⽔（AQUA）を組み合

わせた造語です。
県内の全⾃治体が⼀つとなって、持続可能なインフラ運営に臨む

ための組織であること、官×⺠が⼀つとなって、地域の快適な暮ら
しに貢献するために連携する組織であることをあらわしています。

図4 ONE・AQITAのロゴマーク


